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背景

• 2020年10月 菅総理(当時)が2050年まで
のカーボンニュートラルを表明

• 2020年12月 「2050年カーボンニュート
ラルに伴うグリーン成長戦略」を公表

• 産業政策・エネルギー政策の両面から，14
の実行計画を策定，高い目標

• 14分野の一つ【洋上風力】

• 洋上風力を2030年までに1,000万kW，
2040年までに3,000万kW～4,500万kW導入
することを目標

• 脱炭素と経済成長の実現を目指す
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出典：経済産業省 資源エネルギー庁



背景

• 今後，日本海域に多くの洋上風力発電が導入されれば，
海洋生態系にも何らかの影響が及ぶ可能性

• 洋上風力に対する地域住民の懸念，反対運動も増加す
る可能性

• 英国一般市民80％が風力発電を指示しているにも
関わらず，全体の風力発電事業計画の内，事業中止
にいたる計画は75％だった (Bell et al. 2005）

• 国内の事例：下関で漁業者・地域住民らの反対運動

• 下関を風力だらけにするな

• 豊浦沖にも巨大洋上風力計画 ドイツ大企業が１万㌗×40
基
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出典：長周新聞，2020年8月22日 https://www.chosyu-journal.jp/yamaguchi/18327



背景

• 脱炭素政策（洋上風力発電）を推進する上で，社会全体，次
世代の利益と導入地域のステークホルダーの利益との調整が
大きな課題

対立

• （再エネ推進肯定派）地球の環境負担を増やさないエネル
ギーとして推進すべきと主張するグループ

• （再エネ推進懐疑派）再生可能エネルギー施設は自然景観を
破壊し，風景に不可避的な影響を及ぼす可能性があるため推
進すべきでないと主張するグループ

• 「Green vs Green 議論」：概念レベルでは様々な既往研究
で言及

• しかし，そもそもこのような論争が成立するのか，成
立する場合，どの程度それぞれのグループに一般市民
が属しているのかについて，データに基づいた研究は
少ない。
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目的

① オンラインアンケート調査（全国の一般世帯を対象）や実際に洋上風力
発電事業が計画されている地域を対象としたアンケート調査・比較分析
を行うことで，「Green vs Green 議論」仮説の検証を行う。

② 洋上風力発電に対してどのような要因が満たされれば／どのような情報
を提供すれば，地域社会に受け入れられるのかを明らかにする。

※ 本日の報告では，オンライン・アンケート調査により得られたデータを
混合ロジットモデルを用いて推定し，その結果内容を報告する。
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方法

• 洋上風力の社会的受容性について検討するために，オンライン
アンケート調査（全国の一般世帯を対象）を行った

用いる手法
• 表明選好法の１類型である選択型実験（コンジョイント分析）と呼ば

れる分析手法を用いて分析
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評価手法（選択型実験とは）

• コンジョイント分析：評価対象となる財を複数の属
性から構成されるものとして把握し，属性水準の違
いによって多種類の財を表現したうえで，各属性の
限界的変化に対する評価を明らかにする手法。

• 例：森林は水源涵養，炭素固定，木材供給などの多
面的な便益をもたらすが，コンジョイント分析を用
いることで各々の機能に対する限界支払意思額
(MWTP) を把握することが可能。

• コンジョイント分析は様々な質問形式が提案されて
いるが，環境経済学の分野では，複数の代替案の中
から最も好ましいものを選んでもらう「選択型実
験」が一般的。
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選択型実験の設問例（岩田ら，2021）



調査概要

• オンライン調査：楽天インサイトに依頼

• 実施期間：2020年12月22日～23日

• 回答数：900サンプル

• 統計ソフト(Stata16)により推定
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単純集計

男性
453人
50.3%

女性
447人
49.7%

20代
147人
16.3%

30代
165人
18.3%

40代
213人
23.7%

50代
186人
20.7%

60代
189人
21.0%
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選択型実験：本研究のプロファイルデザインと属性・水準

属性名 水準1 水準2 水準3
属性1 海岸距離 10 15 30
属性2 風車数 20 30 40
属性3 賦課金 1 3 5
属性4 生物種類 30 60 90
属性5 CO2削減量 5 7 10
属性6 新規雇用創出 20 30 50

表２-２　属性と水準の設定
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設問例：
次のような洋上風力の建設計画があるとき，あなたはどの
計画が望ましいと考えますか？
計画番号①②③から一つをお選び下さい。 属性・水準表



情報提供

• 調査では洋上風力に関する説明を3種類用意し，3つの異なった情報提供により回答に差が生じるかを検証するため
に，900人のモニターをランダムに3つのグループに分けた。（300:300:300）

• 3つのタイプの洋上風力の説明内容は以下の通り。一つは洋上風力発電の基本的な概要のみを情報として提示（デ
フォルト）。残りは洋上風力の基本的な概要に加え，以下のような洋上風力に係るポジティブな情報と，ネガティ
ブな情報を提示

ポジティブ

1. 洋上風力は二酸化炭素や有害物質を排出せず，環境負荷が少ない。

2. 陸上に比べてより大きな風力を持続的に得られるため，安定的な電力供給が可能になる。

3. 洋上であるため，騒音や倒壊事故による人的被害リスクが低く，設置場所の確保がしやすい。

ネガティブ

1. 景観に影響を与える可能性がある。

2. 台風や落雷など自然災害による機械的・電気的な故障の可能性がある。

3. 発電施設による海洋生態系に影響を与える可能性がある。
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推定結果（混合ロジットモデルで推定）
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Without data cleaning

係数：平均 係数：標準偏差 MWTP (JPY)

距離 0.1216359 0.2242497 98.2096

(10.67) (17.47) [50.89, 145.53]

風車数 0.0453652 0.0437624 36.6282

(10.74) (8.22) [18.31, 54.95]

生物種 -0.0100418 0.0336692 -8.1078

(-4.33) (14.32) [-14.82, -1.39]

CO2削減 0.0918798 0.163447 74.1843

(5.78) (7.95) [17.56, 130.81]

雇用創出 -0.0134502 -0.0306567 -10.8597

(-4.48) (-5.21) [-19.19, -2.53]

賦課金 -0.1238534

(-3.66)

観測数 16200

対数尤度 -4198.5558

注：丸括弧はz 値を表す。角括弧は95%信頼区間を表す。



推定結果
（情報効果の検証）

• 属性と情報との交差項を含め，
条件付ロジットモデルで推定

• 全ての変数で非有意，モデル
フィットも悪化

➢情報の効果について，統計的
な有意差は観察されず
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条件付ロジットモデル

係数 標準誤差 z値

距離 (distance) 0.0169 0.0073 2.32

風車数 (nturbin) 0.0149 0.0045 3.28

賦課金 (cost) 0.0196 0.0379 0.52

生物種 (species) -0.0117 0.0021 -5.55

CO2削減 (co2) 0.0747 0.0184 4.07

雇用創出 (labor) -0.0052 0.0031 -1.67

賦課金*ポジティブ情報 -0.0312 0.0535 -0.58

賦課金*ネガティブ情報 -0.0247 0.0538 -0.46

距離*ポジティブ情報 0.0036 0.0103 0.36

距離*ネガティブ情報 0.0014 0.0103 0.14

風車数*ポジティブ情報 0.0033 0.0065 0.51

風車数*ネガティブ情報 0.0000 0.0064 0.00

生物種*ポジティブ情報 0.0008 0.0030 0.26

生物種*ネガティブ情報 0.0015 0.0030 0.51

CO2削減*ポジティブ情報 -0.0210 0.0260 -0.81

CO2削減*ネガティブ情報 0.0046 0.0259 0.18

雇用創出*ポジティブ情報 0.0009 0.0044 0.20

雇用創出*ネガティブ情報 -0.0026 0.0044 -0.59

観測数 16200

対数尤度 -5572.9158

疑似決定係数 0.0606



結果より言える事

1. 国内の一般市民（国民）は，洋上風力に対して，景観に関わ
る距離と気候変動緩和に繋がるCO2削減効果に対し，大きく
反応

2. 対して，洋上風力が建設されることによって影響をうける生
物種に関しては，相対的にあまり大きな反応ではなかった

3. 本研究では，情報提示による影響（選好が有意に異なるかどう

か）は確認されなかった
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政策・産業への含意

• 洋上風力プロジェクトの建設計画・ゾーニングの際，

➢景観（海岸からの距離）を考慮すべき

➢風力発電を進めることにより，外部便益である気候変動緩和に貢献す
ることを強調すべき

→国民の社会的受容性に大きく影響
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今後の展開 (future works)

• 本研究は，再エネ講座のDPに投稿中（近日掲載予定）

• 関係地域（壱岐市など）の市民に対する選好分析を行い，一般市

民（国民）との比較・仮説検証を行う

仮説

✓景観（風車の距離と数）に関して有意かつ係数も大きい

✓雇用もプラスに有意かつ係数も大きい

✓CO2削減に関しては他属性と比べ，相対的に係数は小さい
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ご清聴ありがとうございました。
岩田：iwata.kengo.66r@st.kyoto-u.ac.jp
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